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A.研究目的

佐野らの報告によると（2015年日本エイズ学

会誌）、保健所等検査施設におけるHIV抗体検査

の陽性件数はエイズ動向委員会の報告数の約

45%に相当しており、保健所・検査所における検

査はHIV陽性者同定に重要な役割を担っている。

今年度は、HIV感染者および AIDS患者報告数で

常に上位の自治体である東京都において、東京都

内の保健所・検査所におけるHIV検査・相談の

現状と課題を明らかにし、解決策を検討すること

を目的とした。

研究要旨

本研究は、保健所・検査所におけるHIV検査の現状と課題を把握し、解決策を検討することを目的

としている。今年度は、HIV感染者および AIDS患者報告数の多い東京都において、保健所・検査所

におけるHIV検査の現状と課題に関し、関係者と検査担当者から聞き取りを行った。梅毒の流行が問

題の一つとして挙げられ、東京都内保健所・検査所におけるHIV検査梅毒検査の実施状況を把握する

ためのアンケート調査、保健所職員を対象とした梅毒/HIV研修会、梅毒が急増している若年女性用の

啓発資料作成を行った。

アンケートを郵送した 36 施設のうち 35 施設（97.2%）から回答を得ることができた。アンケート

調査では、アンケートを回収できた 35か所のうち 30か所（86.7%）でHIV検査と同時に梅毒検査を

実施しており、うち 27か所（77.1%）は定例検査で実施していた。現在実施していない施設も、梅毒

の流行を鑑み今後の検査実施を検討していると回答しており、職員への情報提供や啓発資料の充実が

必要になると考えられる。検査方法は RPR 法と TPHA/TPLA 法による検査を同時に実施している施

設が 19施設（63%）であった。検査検体の委託先は東京都健康安全研究センターと民間会社がほぼ半々

であった。2013‐2015 年の 3 年間の HIV 検査結果別の梅毒陽性率（TPHA/TPLA 法による）は、

HIV 陽性者で HIV 陰性者数の梅毒陽性率（TPHA 陽性率）は約 3%、HIV 陽性者数の梅毒陽性率は

約 30%であった。HIV 陽性者における梅毒陽性率は明らかな変化を認めなかった一方で、HIV 陰性

者における梅毒陽性者数および陽性率は上昇していた。

次年度以降は東京都以外の地方都市への調査拡大を予定している。今後も梅毒を含め他の性感染症

の動向にも注意し、より効果的な HIV 検査・相談の実施と HIV 検査受検勧奨に役立つ調査、取り組

みが必要であると考える。



B.研究方法

1．都内保健所・検査所スタッフからの聞き取り

調査

H28年度中の複数回にわたり、行政に詳しい研

究協力者と都内保健所・検査所で HIV相談・検

査業務に携わっているスタッフ（保健師、検査技

師、看護師、医療通訳ボランティアなど）から現

状と課題についての聞き取り、ディスカッション

を行った。

2．「保健所・検査所における梅毒検査実施状況に

関するアンケート」の実施

近年の梅毒流行を鑑み、H28年 12月に東京都

内保健所・検査所を対象としたアンケート調査を

行った。HIV検査と併せた梅毒検査実施の有無、

検査方法、委託先、検査結果の伝え方、H25-27
年度のHIV検査陰性/陽性別の TPHA/TPLA法陽

性者数を尋ねた。

3．保健所職員を対象とした、梅毒/HIVの講習会

の開催

H29年3月9日に東京都東京区政会館において、

東京都保健福祉局と共催で保健所職員を対象と

した、梅毒/HIVの講習会を開催した。『今知って

おきたい 梅毒の「い・ろ・は」』をテーマに、

研究協力者の今村が講師として講演した。

4．若年女性向け梅毒啓発資料の作成

20~40代の女性で梅毒の報告者数が急増して

いることから、HIV検査・相談の場においても

HIVと併せた梅毒啓発が必要である。従来の啓発

資料は広く一般向けまたはMSM向けのものがほ

とんどであるため、若年女性向けの梅毒啓発資料

を作成した。分担研究者の土屋、研究協力者の渡

部、今村を中心に、新宿区保健所保健予防課の保

健師の協力を得た。

C.研究結果

1．都内保健所・検査所スタッフからの聞き取り

調査

現状と課題について、以下のような回答を得た。

検査・相談担当職員から

・HIV検査の受検者数を増やすためだけのキャン

ペーンは、現場の負担が大きくなる割に必ずしも

リスクの高い人達の受検が増えるわけではない。

・本当に検査を受けてほしいリスクグループが受

検しているのかどうかわからない。

・外国人受検者への対応が難しい（言語の多様化、

予約なしでの受検のため受検者数が予測しにく

い、外国人対応への予算確保、ツーリストのワン

ストップ受検など）

・夜間・休日の検査はニーズがあっても職員の確

保や業務体制等から対応が難しいことが多い。

・東京都内でも地域により受検者数やその属性は

様々であり、実情に合わせた対策の立案が必要で

ある。

・リピーター受験者への対応に注意が必要（複数

回受検する中で陽性が判明し治療につながる方

もいるため、受検のモチベーションを低下させな

いような対応をすべき）

・他の性感染症検査・相談にも対応できる体制を

整えたい

通訳ボランティアから

・保健所・検査所での検査が匿名・無料であると

いうことを知らない者も少なくない。

・外国人に対し、保健所・検査所へのアクセスや

匿名・無料であることを分かりやすく情報提供し

てくれるようなウェブサイト、資料を充実させて

ほしい。

・検査のことをより多くの外国人に知ってもらう

ために、外国人の多く集まるイベント（例：タイ

フェスなど）でアピールしてはどうか。

・HIVや他の性感染症に関して基礎的な知識がな

い受検者も多いため、検査・相談時の情報提供が

重要である

2．「保健所・検査所における梅毒検査実施状況に

関するアンケート」の実施

今回のアンケート調査では、東京都内保健所・

検査所の36施設中35か所からアンケート結果の



返送があり、回収率は 97.2%であった。

①保健所・検査所における梅毒検査の実施状況

HIV検査・相談と梅毒検査の同時実施について、

定例検査で実施している施設は、回答のあった 35
施設中 27施設（77.1%）であった。3施設は 6,12
月などイベント時のみ実施しており、5施設は実

施していなかった。同時検査を実施していない理

由を 5施設に尋ねたところ（複数回答可とした）、

HIV検査が迅速検査であるため（梅毒検査と同時

実施できない）、予算確保が困難、人員確保が困

難、と回答した施設が1施設ずつあった。しかし、

現在実施していない 5施設のうち 3施設は「今後

実施予定」と回答した。

②梅毒検査の検査方法

①で検査を実施していると回答した 30施設の

うち、RPR法と TPHA/TPLA法による検査を同

時に実施している施設は 19施設（63%）、LA法

または RPR法による検査で陽性だった場合にの

み TPHA/TPLA法を追加で実施すると回答した

施設は 11施設（37%）であった。RPR法のみ、

TPHA/TPLA法のみを実施していると回答した

施設はなかった。

③検査委託機関

①で検査を実施していると回答した 30施設の

うち、検査を東京都健康安全研究センターに委託

している施設は 15施設（50.0%）、民間会社に委

託している施設は 13施設（43.3%）、その他およ

び不明と回答した施設（委託せず自施設で実施を

含む）が 1施設ずつであった。

④梅毒検査結果の伝え方

①で検査を実施していると回答した 30施設の

うち、HIV検査結果と同日に予約を取って伝えて

いると回答した施設は 24施設（80.0%）、HIV検

査結果と別日に予約を取って伝えていると回答

した施設は 3施設（10%）、HIV検査結果と別日

に予約を取らずに伝えていると回答した施設が 3
施設（10%）であった。

⑤HIV陽性/陰性別梅毒陽性者数および陽性率

検査方法に関わらず、梅毒検査を実施している

30施設すべてを対象とした場合、H25-27年を通

しての HIV陰性者数の梅毒陽性率（TPHA陽性

率）は 3.5%、HIV陽性者数の梅毒陽性率は 32.4%
であった。

RPR法または LA法と TPHA/TPLA法を同時

に実施していると回答した 19施設に限ってみる

と、H25-27年を通してのHIV陰性者数の梅毒陽

性率（TPHA陽性率）は 3.6%、HIV陽性者数の

梅毒陽性率は 31.8%であった。

どちらの集計においても、HIV陽性者における

梅毒陽性率は年度にる明らかな変化、傾向を認め

なかったが、HIV陰性者における梅毒陽性者数お

よび陽性率はいずれも上昇していた。

3．保健所職員を対象とした、梅毒/HIVの講習会

の開催

別紙資料参照

4．若年女性向け梅毒啓発資料の作成

30,000部を作成した。今後保健所・検査所を始

め、関係各所に配布する予定である。

D.考察とまとめ

エイズ動向委員会の報告によると、2015年の

保健所等での HIV抗体検査件数は、128,241件

（前年 145,048件）で、相談件数は 135,282件（前

年 150,993件）であった。検査件数は 2008年の

177,156件をピークとして減少し、13～14万件で

推移していたが、2015年には前年よりも減少し

ている。佐野らの報告によると（2015年日本エ

イズ学会誌）、保健所等検査施設におけるHIV抗

体検査の陽性件数はエイズ動向委員会の報告数

の約 45%に相当しており、保健所・検査所におけ

る検査がHIV陽性者同定に重要な役割を担って

いると言える。近年、迅速検査や休日・夜間検査

の普及などで利便性が向上してきたとは言え、地

域や受検者の特性に合わせた検査体制の構築が

必要であり、そのためには現状把握および課題の

抽出が必須である。

今年度は、HIV感染者および AIDS患者報告数

で常に上位の自治体である東京都において、現状



把握及び課題抽出のための聞き取りを行った。タ

ーゲットを明確にした受検勧奨の必要性、受検者

の属性やニーズ把握の必要性、外国人対応の課題、

などが挙げられたが、喫緊の課題として、梅毒の

流行・急増が明らかになった。

東京都内保健所等での梅毒検査の状況は、貞升

らが東京都健康安全研究センターに委託されて

いる分について報告している（2013年東京都健

康安全研究センター年報）が、東京都内各保健所

等における検査体制の詳細と梅毒陽性者数につ

いては明らかになっていなかったため、アンケー

トを実施した。

アンケート調査では、アンケートを回収できた

35か所のうち 30か所（86.7%）でHIV検査と同

時に梅毒検査を実施しており、うち 27か所

（77.1%）は定例検査で実施していた。現在実施

していない施設も、梅毒の流行を鑑み今後の検査

実施を検討していると回答しており、職員への情

報提供や啓発資料の充実が必要になると考えら

れる。検査方法は RPR法と TPHA/TPLA法によ

る検査を同時に実施している施設が19施設（63%）

であった。検査検体の委託先は東京都健康安全研

究センターと民間会社がほぼ半々であった。2013
‐2015年の 3年間のHIV検査結果別の梅毒陽性

率（TPHA/TPLA法による）は、HIV陽性者で

HIV陰性者数の梅毒陽性率（TPHA陽性率）は約

3%、HIV陽性者数の梅毒陽性率は約 30%であっ

た。HIV陽性者における梅毒陽性率は明らかな変

化を認めなかった一方で、HIV陰性者における梅

毒陽性者数および陽性率は上昇していた。

梅毒はHIVと感染経路を共有し、HIV重感染

のリスクを高める。したがって、梅毒感染者は検

査時点でHIV陰性であっても、今後陽性に転じ

る可能性がある。今回のアンケートのように、

HIV検査と同時に実施している梅毒検査での梅

毒陽性率を見ることで、保健所・検査所をHIV
感染のハイリスク層が受検しているかどうか、い

わば保健所・検査所検査の質、を間接的に評価す

ることが可能である。また、梅毒啓発を HIV検

査・相談の場で併せて実施することにより、HIV
自体の予防対策にもなる。次年度以降は地方の保

健所・検査所へも調査を拡大予定である。

今年度は、アンケート実施に加え、保健所職員

を対象とした研修会の実施や啓発資料の作成と

いう対策・実装に結び付けることができた。また、

聞き取りで得られた意見を他の研究班や関係各

所にも周知・共有できた。梅毒を含め他の性感染

症の動向にも注意し、より効果的なHIV検査・

相談の実施と HIV検査受検勧奨に役立つ取り組

みが必要である。

E.健康危険情報

なし

F.研究発表

なし

H.知的所有権の出願・登録状況（予定を含む）

なし
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＊2013年の集計は、4~12月の集計のみの保健所あり



平成 28 年 12 月吉日

各 保 健 所 長 様
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保健所・検査所における梅毒検査実施状況に関する調査へのご協力のお願い

謹啓

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

この度、平成 28年度厚生労働科学研究事業の一環として、保健所・検査所における梅毒

検査実施状況に関する調査を実施することとなりました。従来 HIV 感染と梅毒を含む性感

染症が密接に関連していることが知られています。本研究は、HIV 検査の受検勧奨を目的に、

近年増加している梅毒と HIV 感染との関連についての調査を行います。保健所・検査所で

の HIV 検査と梅毒検査の実施状況および梅毒検査陽性率を明らかにすることで、HIV 検査の

場における梅毒同時検査と啓発の重要性を示したいと考えております。

つきましては、別紙のアンケート内容をご確認いただき、貴施設での HIV 検査の場にお

いての梅毒検査実施状況についてご回答いただければと存じます。アンケート用紙１、２

にご回答の上、平成 28 年 12 月 16 日（金）までに、返信用封筒にてご返信いただくようお

願い申し上げます。また、一つの保健所で複数の HIV 検査相談施設（保健所支所、保健セ

ンター等）を管轄している場合には、アンケート用紙をコピーの上、各施設単位でご回答

いただきますよう、お願いいたします。業務ご多用の折、大変恐縮ではございますが、本

調査研究の趣旨をご理解いただき、是非ともご協力賜りますようお願い申し上げます。

謹白

本調査に関するお問い合わせ先

電話番号:022-273-6212

e-mail: nahot@megabank.tohoku.ac.jp

東北大学 東北メディカル・メガバンク機構

予防医学・疫学部門 土屋 菜歩
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*集計結果は学会・学術誌などに発表することがありますが、個別の施設が分かる形では、

特別に許可を得た場合を除き公表することはありません。

貴施設名：                              

連絡ご担当者名：                           

職種： 医師 ・ 保健師 ・ 事務 ・ その他（      ）   

連絡先：TEL             FAX              

    E-mail                           

貴施設での梅毒検査の実施状況につきまして、以下の問いにお答え下さい。当てはまるも

のを一つ選んで☑を入れて下さい。

１．HIV 検査と併せて梅毒検査を実施していますか？

  □ 定例検査(毎月の検査）で実施している

    □ エイズ月間等のイベント時のみ実施している（時期：    月）

  □ 実施していない

     理由（複数回答可）

        □HIV 検査を迅速で実施しているため

        □予算確保が難しいため

        □人員確保が難しいため

        □特に必要性を感じない

        □その他（               ）

２．どのような梅毒検査方法を実施していますか？

  □ RPR法のみ

  □ TPHA 法/TPLA 法のみ

  □ RPR法と TPHA 法/TPLA 法を同時に実施

  □ RPR法で陽性だった場合に TPHA 法/TPLA 法を追加で実施

  □ その他（                              ）                       

アンケートは

これで終了です。



３．梅毒検査の判定はどこに依頼していますか？

  □ 東京都健康安全研究センター

  □ 民間会社に委託

  □ その他（                              ）

４.梅毒検査の結果は、どのように伝えていますか？  

  □ HIV検査の結果と同日に伝えている

  □ HIV検査の結果と別日に予約を取って伝えている

  □ HIV検査の結果と別日に予約を取らずに伝えている

  □ その他 (                                                           )

５.貴施設の過去 3 年間の HIV 検査結果別梅毒陽性者数を教えて下さい。(HIV 検査数は、梅

毒検査と同時に実施した HIV 検査の数のみをご回答ください）感染症動向との比較のため、

年度ではなく、1 月から 12 月までの集計でお願いいたします。

（１）HIV 検査陰性例における梅毒検査陽性者数

HIV（－） RPR(＋) TPHA(＋) その他の梅毒検査 (＋)

H25 年

H26 年

H27 年

（２）HIV 検査陽性者における梅毒検査陽性者数

HIV（＋） RPR(＋) TPHA(＋) その他の梅毒検査 (＋)

H25 年

H26 年

H27 年

ご協力ありがとうございました。



保健所職員向け梅毒/HIV 研修会

～今知っておきたい 梅毒の「い・ろ・は」～

この度、近年の梅毒の届出件数の急増に鑑み、HIV および梅毒を含む性感染症の

検査・相談を実施している保健所職員の皆様を対象に、今後の予防対策に生かして

いただくため、標記研修会を特別区予防課長会のご協力で、下記のとおり開催いた

します。

ご多忙の折とは存じますが、是非とも多くの職員の皆様にご出席いただきますよ

うお願い申し上げます。

記

                                             

開催日時  平成２９年３月９日（木）１６：００～１７：００

会 場 東京区政会館２０階２０５会議室（千代田区飯田橋３－５－１）

対 象   特別区、保健所設置市、東京都の保健所職員

講 師   がん・感染症センター都立駒込病院感染症科部長 今村顕史先生

            

厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業            

「HIV 検査受検勧奨に関する研究班」

   研究班代表者 がん・感染症センター都立駒込病院感染症科 今村顕史

「保健所における HIV 検査・相談の現状評価と課題解決に向けての研究」

分担研究者 東北大学 東北メディカル・メガバンク機構 土屋菜歩

【問合せ先】

東北メディカル・メガバンク機構 土屋菜歩

電話：０２２－２７３－６２１２

   東京都福祉保健局エイズ対策担当課長 堅多敦子

電話：０３－５３２０－４４８８

東京都各保健所及び八王

子市、町田市の参加者に

ついては、３月６日まで

に堅多宛連絡願います。


